
１．事故発生日時   令和 7年 4月 22 日（火）  11 時 25 分頃 

 
２．事故発生場所  有田郡有田川町二澤地内 

 
３．工 事 内 容  工 事 名：災害関連砂防等工事 

      工  期：令和 6年 6月 18 日～令和 7年 6月 30 日 
                                                

４．受 注 者  県内建設業者 

 

５ 災 害 分 類  労働災害（工事関係者 1名負傷） 

          
６．事故発生状況 

   事故当時、作業員3名はコンクリート打設作業のため、間詰めコンクリート部から水通し部を通

り、本堤右岸コンクリート上部へ向かう架設通路を使用していた。（添付資料①参照） 

 作業員１名（以下「被災者」という）は、間詰コンクリート締固め作業完了後、本堤右岸コン

クリート打設作業に移るため、近道をしようと決められた架設通路を通らず、間詰コンクリート

型枠上部から本堤に設置したキャットウォーク足場へよじ登ろうとしたところ、キャットウォー

ク足場固定部が外れ地面に落下（高低差 3.0ｍ）し第 3 腰椎を圧迫骨折（全治約 3 ヶ月）した。

（添付資料①参照） 

 
７．事 故 原 因 

現場代理人は架設通路を使用するよう指導していたが、被災者は移動手間を省くために間詰コ

ンクリート型枠上部から直接本堤上部によじ登ろうとしたことが原因と考えられる。 
 

８．所管の警察署及び労働基準監督署等の意見 

〇有田湯浅警察署は事件性がないと判断した。 
〇御坊労働基準監督署は 5月 13 日に是正勧告書及び指導票を交付。 

 ・是正勧告書【安衛法第 31条第 1項（安衛則第 654 条）違反】 

関係請負人及びその労働者に対して法令の基準に適合した架設通路を使用させていなか

ったこと。 

    ・指導票 
当該工事現場にかかるリスクアセスメントを実施させること。 

 
９．本件における改善対策 

・水通し部に本堤上部へ安全に昇降できるよう法令の基準に適合した架設通路を新たに設置し、

下請作業員に対しその使用を徹底するよう指導した。（添付資料②参照） 

・当該工事現場にかかるリスクアセスメント及び安全教育を実施した。 
 

10．類似の工事における再発防止の観点からの周知事項 

  ○架設通路についての措置 

・特定事業の仕事を自ら行う注文者は、建設物、設備又は原材料(以下「建設物等」という。)

を、当該仕事を行う場所においてその請負人(当該仕事が数次の請負契約によって行われると

きは、当該請負人の請負契約の後次のすべての請負契約の当事者である請負人を含む。)の労

働者に使用させるときは、当該建設物等について、当該労働者の労働災害を防止するため必

要な措置を講じなければならない。 

（安衛法第 31条第 1項） 

 

・注文者は、法第三十一条第一項の場合において、請負人の労働者に架設通路を使用させると

きは、当該架設通路を、第五百五十二条に規定する架設通路の基準に適合するものとしなけ

ればならない。 

（安衛則第 654 条） 

 

 

 



・事業者は、架設通路については、次に定めるところに適合したものでなければ使用してはな

らない。 

一 丈夫な構造とすること。 

二 勾配は、三十度以下とすること。ただし、階段を設けたもの又は高さが二メートル未

満で丈夫な手掛を設けたものはこの限りでない。 

三 勾配が十五度を超えるものには、踏桟その他の滑止めを設けること。 

四 墜落の危険のある箇所には、次に掲げる設備(丈夫な構造の設備であって、たわみが

生ずるおそれがなく、かつ、著しい損傷、変形又は腐食がないものに限る。)を設ける

こと。 

イ 高さ八十五センチメートル以上の手すり又はこれと同等以上の機能を有する設備

(以下「手すり等」という。) 

ロ 高さ三十五センチメートル以上五十センチメートル以下の桟又はこれと同等以上の

機能を有する設備(以下「中桟等」という。) 

五 たて坑内の架設通路でその長さが十五メートル以上であるものは、十メートル以内ご

とに踊場を設けること。 

六 建設工事に使用する高さ八メートル以上の登り桟橋には、七メートル以内ごとに踊場

を設けること。 

２ 前項第四号の規定は、作業の必要上臨時に手すり等又は中桟等を取り外す場合におい

て、次の措置を講じたときは、適用しない。 

一 要求性能墜落制止用器具を安全に取り付けるための設備等を設け、かつ、労働者に要

求性能墜落制止用器具を使用させる措置又はこれと同等以上の効果を有する措置を講ず

ること。 

二 前号の措置を講ずる箇所に作業に関係する者以外の者が立ち入ることについて、禁止

する旨を見やすい箇所に表示することその他の方法により禁止すること。 

３ 事業者は、前項の規定により作業の必要上臨時に手すり等又は中桟等を取り外したとき

は、その必要がなくなった後、直ちにこれらの設備を原状に復さなければならない。 

４ 労働者は、第二項の場合において、要求性能墜落制止用器具の使用を命じられたとき

は、これを使用しなければならない。 

（安衛則第 552 条） 

 

 

  
 


